
2月 5日 ： 米貿易収支発表（商務省）

2月 7日 ： 景気動向指数速報発表（内閣府）

2月17日 ： ＧＤＰ速報値発表（内閣府）

2月19日 ： 貿易統計発表（財務省）

2月21日 ： 全国消費者物価指数発表（総務省）

2月26日 ： G20財務省・中央銀行総裁会議（27日まで）

2月28日 ： 鉱工業生産・出荷・在庫指数速報発表（経産省）
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2月 3日～3月17日令和6年分贈与税の申告

2月17日～3月17日令和6年分所得税の確定申告書

※固定資産税の納期限（第4期）

（納期限は各都道府県の条例で定められております。関連する各都道府県にお確かめください。）



※上記の内容は、法案として国会で成立する前の内容です。今後の国会の審議によって内容が変わる可能性があります。

令和6年12月27日、令和7年度税制改正大綱が閣議決定されました。今回の改正項目の注目点のひとつが、「年収

の壁の見直し」です。物価上昇への対応とともに就業調整にも対応するとの観点から、「基礎控除・給与所得控除の見

直し」が税制改正大綱に盛り込まれました。以下、その内容についてご説明いたします。

「年収の壁の見直し」

基礎控除・給与所得控除の見直し

（資産税）

年 収 の 壁 と は

年収が一定額を超えた場合には税金や社会保険料の負担が発生します。所得税については「103万円の壁」と言わ

れる壁がありますが、今回の改正ではこのいわゆる「年収の壁」について見直しがされます。年収に応じた所得税、住民税

及び社会保険料の現行の制度の取扱いは下記の通りですが、現行では、年収が103万円を超えると所得税が課税され

ます。

※1：自治体によって金額の基準は異なります。
※2：106万円（月額8.8万円）を超え、勤務先の企業規模等一定の要件を満たした場合には、加入義務が発生します。
※3：130万円以上となった場合に、 会社の社会保険に加入していないときは、国民年金・国民健康保険料の加入義務があります。

基礎控除の最高額が48万円から58万円に、また給与所得控除の最高額が55万円から65万円に、各10万円、合計

で20万円引き上げられます。現在の控除額となった平成7年から令和5年にかけて、消費者物価が20％上昇している

ことを根拠としています。

これにより、上記の所得税の103万円の壁が123万円の壁に変更になります。

改正後は、123万円以下までは所得税が非課税になり、配偶者や扶養者の配偶者控除や扶養控除も

受けられるようになります。しかし、現行のまま社会保険料の調整がないときには、106万円を超え一定の

場合には、社会保険の加入義務が発生します。

合計所得金額
所得税 個人住民税

現 行 改正案 改正無し

2,350万円以下 48万円 58万円 43万円

2,350万円超2,400万円以下 48万円 48万円 43万円

2,400万円超2,450万円以下 32万円 32万円 29万円

2,450万円超2,500万円以下 16万円 16万円 15万円

【給与所得控除】 令和７年分以後の所得税、令和８年分以後の個人住民税について適用されます。

最低保障額が適用される給与収入(※１)である場合、控除額が定額であることに対応するため、現行の55万円から65万円に引き上

げられます。

※１ 最低保障額が適用される給与収入は、162万5千円以下
※２ 給与所得の源泉徴収税額表及び公的年金等の源泉徴収については、令和8年1月1日以後適用
※３ 個人住民税についても同様に引き上げ
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（資産税）

項目
壁

住民税 所得税 社会保険料
扶養控除・

特定扶養控除
配偶者控除

配偶者
特別控除

100万円
100万円超で
住民税課税(※1)

非課税 加入義務なし 控除あり 控除あり ー

103万円 課税
103万円超で
所得税課税

加入義務なし
控除あり

(103万円以下)
控除あり

(103万円以下)
ー

106万円 課税 課税 加入義務あり(※2) ー ー 控除あり

130万円 課税 課税 加入義務あり(※3) ー ー 控除あり

150万円 課税 課税 加入義務あり ー ー

控除あり
(150万円超から
201.6万未満まで
段階的に縮小)

【基礎控除】 令和７年分以後の所得税について、納税者の合計所得金額に応じて、2,500万円まで適用されます。

【 現 行 】



中小企業者等に係る法人税の軽減税率の見直し等
中小企業者等に適用される法人税率は、所得金額800万円まで部分に対しては期間限定で15％と

されています。中小企業は人手不足や物価高の影響を受けやすい等の理由から、その期限が2年延長

されます。ただし、中小企業の中でも所得が高い法人やグループ通算制度の適用を受ける法人に対し

ては一定の見直しがおこなわれます。

令和6年12月20日公表の令和7年度税制改正大綱に基づいて作成しています。本資料の内容については正確性を期しておりますが、改正内容等の確実
性・正確性を保証するものではありません。予定される税制改正を踏まえ意思決定等を行うときは、事前に弊社担当者までご相談ください。

改 正 の 内 容

改 正 の 影 響

区分

対象所得金額

開始事業年度

～R7.3.31 R7.4.1～R9.3.31 R9.4.1～

軽減税率 所得金額 軽減税率 本則税率

普
通
法
人

資本金1億円
以下の法人など

年800万円
以下の部分

下記以外の法人 15％
年10億円以下 15％

19％
年10億円超 17％

適用除外事業者 19％

年800万円超の部分 23.2％

上記以外の普通法人 23.2％

協同組合等
年800万円以下の部分 15％

年10億円以下 15％
19％

年10億円超 17％

年800万円超の部分 19％

公
益
法
人
等

公益社団法人、
公益財団法人ま
たは非営利型法
人、公益法人等
とみなされるもの

収
益
事
業
か
ら
生
じ
た
所
得

年800万円以下の部分 15％
年10億円以下 15％

19％
年10億円超 17％

年800万円超の部分 23.2％

上記以外の公益
法人等

年800万円以下の部分 15％
年10億円以下 15％

19％
年10億円超 17％

年800万円超の部分 19％

人格のない社団等
年800万円以下の部分 15％

年10億円以下 15％
19％

年10億円超 17％

年800万円超の部分 23.2％

特定の医療法人

年800万円
以下の部分

下記以外の法人 15％
年10億円以下 15％

19％
年10億円超 17％

適用除外事業者 19％

年800万円超の部分 19％

改正による令和7年4月1日から令和9年3月31日の間に開始する事業年度の税額への影響について、法人税に

限った一例を挙げると、次のようになります。

資本金1億円以下の普通法人等でその事業年度の所得が10億円以下 影響なし

資本金1億円以下の普通法人等でその事業年度の所得が10億円超 800万円×（17％-15％）＝160,000円増

グループ通算制度の適用を受ける法人のうち中小通算法人 800万円×（19％-15％）＝320,000円増

※紙面の都合上、適用除外事業者や中小通算法人についての説明は省略しています。
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（法人税）
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